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日本国内の地域別GDP（兆円）世界主要国のGDP（10億USドル ）

出典：国際通貨基金（ＩＭＦ）
World Economic Outlook Database

※H3(平成7年基準)、H13・H23(平成17年基準)
※東京圏(埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県)

出典：県民経済計算（内閣府）

H3 H23
H23/H3
伸び率

アメリカ 6,174 15,518 2.5

中国 424 7,314 17.2

日本 3,537 5,906 1.7

ドイツ 1,815 3,631 2.0

フランス 1,280 2,865 2.2

イギリス 1,070 2,465 2.3

H3 H23
H3～H23
増加量

増加量
分担率

北海道 18.7 18.3 -0.4 -2%

東北地方 30.3 29.8 -0.6 -3%

首都圏 176.2 192.0 15.9 82%

(東京圏) 147.5 162.0 14.5 75%

北陸地方 20.5 20.6 0.1 1%

中部圏 67.8 69.6 1.9 10%

近畿圏 81.6 77.6 -4.1 -21%

中国地方 27.9 28.1 0.2 1%

四国地方 12.5 13.9 1.3 7%

九州地方 39.5 43.8 4.3 22%

沖縄 3.0 3.8 0.8 4%

全国 478.0 497.4 19.4

首都圏、特に東京圏が日本経済を牽引

○世界の主要国のGDPは、H３からの２０年で2倍以上、中国は17倍も増加している中、日本は１．７倍と
低調である。
○その中で、国内のGDPは約１９兆円増加しているが、他圏域の増加量は低く、首都圏が経済を牽引。
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注：東京の値は東京証券取引所とジャスダックの合計値。普通株式を対象とし、優先株式、
外国株式を除く。
四捨五入しているため、合計と一致しない。

資料：「統計月報（2013年12月）」（株）東京証券取引所

証券売買高の取引所別シェア

売買高(2012年12月)

百万株 ％

東 京 56,255 96.7%

大 阪 1,870 3.2%

名 古 屋 18 0.06%

福 岡 2 0.0%

札 幌 0 0.0%

合 計 58,145 100.0%

日本を牽引する中で、東京に諸機能が集中

○証券売買高は、東京が約９７％占め、東京が金融の中枢機能を有している
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■首都直下地震（Ｍ７クラス）が発生した場合の被害想定

○地震の揺れによる被害
・揺れによる全壊家屋：約175,000棟
・建物倒壊による死者：最大 約11,000人
・揺れによる建物被害に伴う要救助者：最大 約72,000人

○市街地火災の多発と延焼
・焼失： 最大 約412,000棟、 建物倒壊等と合わせ最大 約610,000棟
・死者： 最大 約 16,000人、 建物倒壊等と合わせ最大 約 23,000人

○経済的被害 合計：約９５兆円
・建物等の直接被害：約４７兆円
・生産・サービス低下の被害：約４８兆円

リスクを抱える中、一極集中が進展し日々日本全体のリスクが高まってしまっている

○首都直下地震（Ｍ７クラス）の発生確率は、３０年以内に７０％程度と推定されている。
○首都直下地震により甚大な被害の発生が想定される。

■南関東地域で発生する可能性のある地震

○南関東地域では、２００～４００年間隔で発生する関東地震（Ｍ８クラス）の地震の間に、Ｍ７クラ
スの地震が数回発生している。

○首都直下地震（Ｍ７クラス）の地震が発生する確率は３０年間で７０％と推定されている
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＋10.9万人
（東京圏）

－ 0.08万人
（名古屋圏）

－ 1.2万人
（大阪圏）

－9.7万人
（地方圏）

2014年
大阪圏

名古屋圏

首都圏工業等制限法
（1959～2002年）

近畿圏工場等制限法
（1964～2002年）

テクノポリス法
（1983～98年）

頭脳立地法
（1988～98年）

地方拠点法
（1992～）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土政策局作成。
（注）上記の地域区分は以下のとおり。

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

全総 新全総 三全総 四全総 21ＧＤ 国土形成計画62 7769 87 98 08

東京圏 転入超過数（東京圏）のピー
クは1962年（39万人）

新産業都市法
工業整備特別地域法
（1962～2001年）

地方圏

転出超過数（地方圏）の
ボトムは

1961年（65万人）

第一次
石油
ショック
（1973年）

第二次

石油
ショック
（1979年）

バブル崩
壊

（1991年）

アジア

通貨危
機
（1997
年）

東日本大
震災

（2011年）
阪神淡
路

大震災
（1995
年）

リーマン
ショック
（2008年）

東京への集中が長期に亘って進展してきた
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本庄 
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石岡

甲府
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東京都 

土浦･阿見

小網代 
既成市街地

近郊整備地帯

都市開発区域

（首都圏の例）

人口・産業を既成市
街地の外へ誘導

近郊緑地保全区域

東京集中は様々な弊害をもたらすことから、首都圏内でも一貫して分散政策がとられてきた

・昭和３１年（1956年）、大都市圏整
備法を制定。

・大都市圏中心部への人口・産業の集中
を抑制し、無秩序な市街化の抑制や圏
域内での受け皿整備を推進するため、
政策区域制度を創設。
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1999年の交通ネットワーク
及び業務核都市等
※1999年は、多極分散型
国土形成促進法に基づく
都市圏の最終指定年次

都市においても分散政策を推進

６

〇つくば
筑波研究学園都市建設法
（１９７０年５月施行）

〇鹿島
工場整備特別地域法に基づく
工場整備特別地域に指定
（１９６３年指定）

多極分散法に基づく業務核都市
地方拠点都市法に基づく地方拠点都市
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〇北関東３県は大幅な転出超過だったが、１９６９年から転入超過に転換。
しかし近年、再び転出超過傾向。

総務省「住民基本台帳人口移動報告」

転入超過 転出超過転出超過
20001969

北関東３県（茨城県、栃木県、群馬県）の人口移動の推移

大都市圏整備法（1956～）

首都圏工業等制限法（1959～2002）

新産業都市法
工業整備特別地域法（1962～2001）

この結果、1969年以降東京圏外に一定機能が分散。しかし近年、再び集中
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東京都 73,280人
（0.55％） 千葉県 8,364人

（0.14％）

埼玉県 14,909人
（0.21％）

神奈川県
12,356人
（0.14％）

茨城県 ‐4,849人
（‐0.24％）

栃木県
‐1,795人
（‐0.09％）

群馬県
‐2,250人
（‐0.11％）

福島県 ‐2,211人
（‐0.11％）新潟県

‐5,518人
（ ‐0.24％）

長野県
‐3,279人
（‐0.16％）

山梨県
‐2,564人
（‐0.31％）

静岡県
‐7,240人
（‐0.20％）

20,000～
10,000～19,999
0～9,999
‐1,999～0
‐3,999～‐2,000
‐5,999～‐4,000
‐7,999～‐6,000

2014年 転入超過数（‐は転出超過）

（人）

都県別転入・転出状況（２０１４年）

※ 上段は「転入・転出者数収支（人」

※ 下段カッコは「都県内人口あたりの転
入・転出者数収支の 割合」

首都圏内でも一極集中が進展し、二重構造を形成

・東京圏への転入者数のうち、
約３割は広域首都圏内からの転入。
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東京圏抑制では東京圏の機能が他国に流出する恐れ

○外資系企業の地域統括拠点数では、シンガポールや香港などのアジアの都市に後れをとっており、東
京の国際会議開催件数はICCA統計で26位、UIA統計で5位となっている。

東京の国際会議開催件数外資系企業のアジア・オセアニア地域統括拠点数
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巨大集積

個性
個性

「集中」と「対流」

・単一であれば対流は生
まれず、単純な集積は一
極集中を産む。

・個性が生じることで温度
差が生じ、その温度差が
対流を産む。

対流

・さらに連携させることで
高度な面的対流を実現。

概念イメージ

〇（首都圏の国際競争力を維持発展させながらリスク軽減を図る）それに対する一つの答え
が面的な対流の形成
〇対流とは一極集中の対極にある言葉。異なる個性の温度差から対流が産まれ、それを連携
させることで高度な対流を実現

個性
個性

個性 個性

個性 個性

連 携
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交通ネットワークイメージ

「対流」を促す面的な交通ネットワーク

〇対流を産み出すのに、交通ネットワークは必ずしも絶対条件でないが、交通ネットワーク
の形状が対流の形成に大きく寄与

１１「一対多」から「多対多」へ



平成元年
(1989年)

平成27年現在
(2015年)

※－は開通済区間。 …は現在事業中及び未事業化区間。
※…は2027年開業予定のリニア中央新幹線（品川・名古屋間）

〇これまでは、首都圏と全国を結ぶネットワーク整備が先行して進められてきた。このため、
首都圏内では、放射ネットワーク整備を先行。

〇結果として、東京への過密・渋滞問題を発生させてきた。このため、５０年に亘り、環状
方向に力点を置き、「放射」ネットを「放射＋環状」ネットに転換。
〇この結果、単なる環状だけでない、新しい面的な交通ネットワークが産まれつつある。
例えば、北関東では面的な交通ネットワークが形成。

面的な交通ネットワークの形成

１２



・北関東３県のアクセス性が向上。
（北米ルートへのアクセス １日以上→１～２時間に短縮）

・北関東3県では企業立地数が堅調に増加。茨城港の貨物量も増加。

〇面的な交通ネットワークは、放射方向でない、新しい流れを産み出す。その例が北関東。
〇北関東自動車道の開通により、太平洋側港湾機能が内陸化。結果、北米向け輸出品の生産
拡大に寄与。

太平洋側港湾機能の内陸拡大

１３



国土交通省作成

具体事例：大手自動車メーカA社（群馬県太田市）の販売台数の増加

太平洋側港湾機能の内陸拡大
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（出典）工場立地動向調査（経済産業省）をもとに関東地方整備局作成

〇北関東自動車道により常磐、東北、関越、上信越の高速ネットエリアが一挙に一体拡大。
工場立地件数が急増。

太平洋側港湾機能の内陸拡大

出典：『日経ビジネス』2014年4月28日号

・新４大工業地帯の１つとして、
ビジネスの世界でも、北関東自
動車道の開通効果に注目。

関東地方における工場立地件数（２０１２年～２０１３年）
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北関東３県平均累計

北関東3県の工場立地

2011.3 北関東道全通
東日本大震災

１９９８年以降の立地件数の推移（累計）

立地件数は、群馬・栃木・茨城の北関東３県の平均および全国平均の1998年（平成１０年）以降の累計
値である。 （出典）工場立地動向調査（経済産業省）をもとに関東地方整備局作成

2008 リーマンショック

〇２０１４年の工場立地件数は、１位茨城県、２位群馬県、３位栃木県
北関東３県の平均は全国平均の２倍
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前
橋

成田国際空港

圏央道利用ルート

都心通過ルート

事業中 ※

※の区間の開通時期については検討が必要

今後は成田の国際空港機能が群馬や栃木にも拡大

１７

宇
都
宮

平成２７年１０月開通予定



京浜港（本牧）

茨城港日立港区

日本で唯一の水深１８ｍコンテナバース（２０１５年４月供用）

国際コンテナ機能が内陸拡大

※の区間の開通時期については土
地収用法に基づく手続きによる用地
取得等が速やかに完了する場合

２０２５年
※－は開通済、事業中区間である。
なお、ここでは事業中区間はH37に開通しているものとして表記した。
また、…は現在未事業化区間である。

１８

高速横浜環状南線
横浜湘南道路

（2020年度開通予定）

第二東名高速道路
（2020年度当該区間
全面開通予定）

※



世界のコンテナの巨大化の進展と日本の港湾の対応

１９



京浜港（本牧）

茨城港日立港区

東京ガス日立基地
及びパイプライン
（2015年度稼働予定）

真岡発電所
（2019年度稼働予定）

供給安定性向上のための
日立～鹿島パイプライン

（計画中）

洋上風力発電
（power to gasや水素製造に期待）

LNGタンカーの入港

港湾地域から敷設されるパイプラインにより、エネルギー輸送が内陸化

２０２５年
※－は開通済、事業中区間である。
なお、ここでは事業中区間はH37に開通しているものとして表記した。
また、…は現在未事業化区間である。

２０

鬼怒川流域下水道
圏央浄化センター
（2014年度稼働）

※下水処理ガスによる
燃料電池発電

木質バイオマス
の実用化、活用

鹿島港



・単なる工場立地や交通ネット
ワークで結ばれるだけではな
く、エネルギー輸送の内陸拡大
による広域バックアップや輸出
向け製造業の受け皿となり得る
北関東新産業東西軸の創出。

・国際港湾機能や国際空港機能の
内陸拡大により面的な対流が生
まれる。

・また、北関東新産業東西軸の創
出は、日本海・太平洋二面活用
や福島復興支援にも寄与する。

北関東新産業東西軸の創出

２１



※－は開通済、事業中区間である。
なお、ここでは事業中区間は2025年には
開通しているものとして表記した。

また、…は現在未事業化区間である。
※…は2027年開業予定のリニア中央新幹線

図 1999年（左）と2025年（中）時点の交通ネットワーク
及び対流のイメージ（右）

○２０２５年には、現在計画されている首都圏の広域高速ネットワークが概ね完成。これにより面的な交
通ネットワークが形成。
〇これを活用し「連携のかたまり」を首都圏各地に多数創出できれば、対流型首都圏が構築され首都圏
のリスクを軽減しつつ、首都圏の国際競争力も維持向上できる可能性。

２２

新首都圏広域地方計画は対流型首都圏を構築するための
「インフラを賢く使う手引き書」を目指す必要

面的な交通ネットワークを活用し、「連携のかたまり」を多数創出することで対流型首都圏を構築

連携のかたまり



対流型首都圏を構築するための戦略的空間概念

軸コンセプト
国土を縦断・横断する広域的かたまり

イメージ図

２３

圏域コンセプト
広域的エリアにおいて特定テーマの下に連携

地域群コンセプト
複数の都市・拠点間の連携

特に戦略的に創出する４つの「連携のかたまり」

対流拠点コンセプト
広域的結節機能を担う対流拠点



対流型首都圏を構築するための戦略的取組

※横断的なもの・・・・・・首都圏版コンパクト＋ネットワーク推進
総合的な広域首都圏空港の利用拡大
国際的な港湾・空港機能の拡大・強化

軸コンセプト ：

圏域コンセプト ：

地域群コンセプト ：

○北関東新産業東西軸
○海洋国家未来軸
○首都圏による日本海・太平洋二面活用

○富士山・南アルプス・八ヶ岳対流圏
○海洋文化都市圏
○ＦＩＴ広域対流圏

○首都圏南西部国際都市群
○多摩川国際臨空拠点群

２４

○東北圏・北陸圏・北海道連結首都圏対流拠点
○つくばを中心とした知的対流拠点
○国際空港近辺の卸売市場の輸出拠点化

対流拠点コンセプト：



首都圏の海洋には日本最南端の沖ノ鳥島や最東端の南鳥島など約450島の離島を擁し、約２．７万人の生活が営まれている他、日本の国土の
約１２倍もの広大な排他的経済水域等の約４０％を首都圏が有しており、これらは海洋国家としての重要な基盤であり確実に保全する必要がある。
また、排他的経済水域等には、レアアースなど日本の将来を担う可能性のある鉱物資源や豊富な水産資源が存在する。さらに、伊豆諸島・小笠原
諸島はそのほとんどが国立公園に指定され、特に小笠原諸島は世界自然遺産に登録されており、貴重で多様な生物・自然環境が存在するなど首
都圏にとって貴重な財産である。

このため、広大な太平洋等を有する海洋国家としての基盤である領域及び排他的経済水域等の保全に加え、豊かな生物多様性や貴重な資源な
どを次世代に引き継ぎ発展させるため、日本の未来に繋げる海洋国家未来軸の創出を図る。

排他的経済水域

伊豆諸島及び小笠原諸島のＥＥＺ伊豆諸島及び小笠原諸島のＥＥＺ

海洋国家未来軸の創出

２５

整備予定地

南鳥島

整備予定地

東小島

作業架台

観測所基盤

北小島

沖ノ鳥島
(出典)東京都離島振興計画

大島 8,253
利島 307
新島
式根島
神津島 1,938
三宅島 2,714
御蔵島 298
八丈島 7,921
青ヶ島 167
父島 2,095
母島 458
城ヶ島 579

島　名
人口
(人）

2,888

(出典)住民基本台帳より/平成27年1月

圏域内の有人離島 日本周辺の海底鉱物分布

ｵｶﾞｻﾜﾗｵｵｺｳﾓﾘ

(出典)小笠原自然情報センターHP
(版権)環境省

ｸﾛｱｼｱﾎｳﾄﾞﾘ

小笠原諸島 父島巽崎



首都圏による日本海・太平洋二面活用

首都圏は、太平洋だけでなく、日本海にも面していると捉え、各面の港湾機能を強化するとともに、日本海と太平洋を結ぶネットワーク
の強靱化を図り、積極的に二面活用を図る。

２６



対流型首都圏を構築するための戦略的取組

※横断的なもの・・・・・・首都圏版コンパクト＋ネットワーク推進
総合的な広域首都圏空港の利用拡大
国際的な港湾・空港機能の拡大・強化

軸コンセプト ：

圏域コンセプト ：

地域群コンセプト ：

○北関東新産業東西軸
○海洋国家未来軸
○首都圏による日本海・太平洋二面活用

○富士山・南アルプス・八ヶ岳対流圏
○海洋文化都市圏
○ＦＩＴ広域対流圏

○首都圏南西部国際都市群
○多摩川国際臨空拠点群￥

２７

○東北圏・北陸圏・北海道連結首都圏対流拠点
○つくばを中心とした知的対流拠点
○国際空港近辺の卸売市場の輸出拠点化

対流拠点コンセプト：



軽井沢

リニア新駅
（甲府）

富士山

品川中央自動車道

東名高速道路

新東名高速道路

上信越自動車道

中
部
横
断
自
動
車
道

リニア中央新幹線

北陸新幹線

富士山・南アルプス・八ヶ岳対流圏の創出

パーク＆ライド
駐車場

多言語カーナビ及び自動運転技
術（運転サポート）を搭載したレ
ンタカーで周遊（イメージ）

２８
伊豆

八
ヶ
岳

富士山静岡空港

清水港

中
部
横
断
自
動
車
道

南
ア
ル
プ
ス



東京圏南部の太平洋に面する横浜・横須賀・三浦・葉山・逗子・鎌倉・藤沢などの一帯は、古くから海洋とともに栄えた歴史・文化のある
エリアであり、鉄道・港湾・道路などによる産業・観光・物流の拠点整備の進展にともない、その利点を活かして独自の産業、自然、観光、
文化、芸術、スポーツやレジャーなどの連携を促進することにより、オリンピックを契機に世界に発信できる海洋文化都市圏の形成を図
る。

海洋文化都市圏のイメージ ※－は開通済、事業中区間である。
なお、ここでは事業中区間はH37に開通しているものとして表記した。
また、…は現在未事業化区間である。

※…は2027年開業予定のリニア中央新幹線（品川・名古屋間）

海洋文化都市圏の創出

２９



FIT広域対流圏の強化

３０

ＦＩＴ地域 連携主体：茨城県・栃木県・福島県・３６市町村

ＦＩＴ地域（福島（Ｆ）・茨城（Ｉ）・栃木（Ｔ）の３県の県際地域）は首都圏と東北圏をつなぐエリアであり、東京圏への近接性や、豊かな地域
資源、自然環境を活かし、ＦＩＴブランドの確立による魅力ある地域づくり、広域観光交流、移住・二地域居住に取り組むとともに、災害の
教訓を踏まえた安全・安心で災害に強い地域づくりを推進し、広域対流圏として更なる発展を目指す。

福島県
20市町村

茨城県
６市町

栃木県
10市町

城里町



対流型首都圏を構築するための戦略的取組

※横断的なもの・・・・・・首都圏版コンパクト＋ネットワーク推進
総合的な広域首都圏空港の利用拡大
国際的な港湾・空港機能の拡大・強化

軸コンセプト ：

圏域コンセプト ：

地域群コンセプト ：

○北関東新産業東西軸
○海洋国家未来軸
○首都圏による日本海・太平洋二面活用

○富士山・南アルプス・八ヶ岳対流圏
○海洋文化都市圏
○ＦＩＴ広域対流圏

○首都圏南西部国際都市群
○多摩川国際臨空拠点群

３１

○東北圏・北陸圏・北海道連結首都圏対流拠点
○つくばを中心とした知的対流拠点
○国際空港近辺の卸売市場の輸出拠点化

対流拠点コンセプト：



小田急多摩線延伸（運輸政策
審議会 答申第１８号路線）

○リニア中央新幹線の新駅設置及び小田急多摩線延伸、ＪＲ相模線の輸送力増強に伴い、橋本駅及び
相模原駅周辺における交通ネットワーク環境が大きく変化。

唐木田駅

相模原駅

橋本駅

上溝駅

相模原ＩＣ

相模原愛川ＩＣ

圏央道 国道１６号

ＪＲ相模線

ＪＲ横浜線

京王線 小田急多摩線

リニア中央新幹線

【現在の橋本駅周辺】

【将来の橋本駅周辺イメージ】

首都圏南西部国際都市群の形成

【現在の相模原駅周辺】

【将来の相模原駅周辺イメージ】

３２

※地元自治体において
検討

至愛川・厚木方面



首都圏南西部国際都市群の形成

周辺の主な公的研究機関

公益財団法人　鉄道総合技術研究所

宇宙航空研究開発機構

宇宙科学研究所

大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 国立極地研究所

国立国語研究所

周辺自治体名 人口

青梅市 １３．７万人

瑞穂町 ３．４万人

立川市 １７．９万人

八王子市 ５６．３万人

日野市 １８．３万人

多摩市 １４．８万人

町田市 ４２．７万人

相模原市 ７２．４万人

厚木市 ２２．５万人

海老名市 １２．９万人

合計人口約２８０万人の都市群が
形成される可能性

３３

周辺の主な大学一覧（４年制大学のみ）

松蔭大学 ヤマザキ学園大学 実践女子大学

東京農業大学 首都大学東京 杉野服飾大学

東京工芸大学 創価大学 国立音楽大学

神奈川工科大学 多摩美術大学 一橋大学

麻布大学 拓殖大学 東京女子体育大学

桜美林大学 帝京大学 国士舘大学

青山学院大学 東京工業大学 和光大学

相模女子大学 東京工科大学 東京家政学院大学

北里大学 東京純心女子大学 玉川大学

女子美術大学 東京造形大学 昭和薬科大学

工学院大学 東京薬科大学 東京女学院大学

中央大学 日本文化大学 法政大学

杏林大学 明星大学



羽田空港の運送実績分担率（平成２５年度）

首都圏南西部国際都市群の形成

○リニア開通により、羽田空港の国内便（大阪以西行き）のシェアの一部がリニアに移ることが予想され
る。言わば羽田空港の一部機能が相模原に移転。
〇さらに周辺は、知の集積や防災拠点等さまざまなポテンシャルを秘めている地域であり、新たな国際
中枢都市圏を形成する可能性。人口・生産年齢人口の減少に伴う郊外問題の解決にも寄与。

・・・公的研究機関
・・・大学 ３４

※直行便のみ
※航空輸送統計調査より作成

内２０％がリニアに移る可能性



人口・生産年齢人口の減少に伴う通勤・通学需要減

３５



○東京圏の一部として、国家戦略特別区域に指定されている羽田空港の周辺地域及び京浜臨海部にお
いてライフサイエンス分野等の成長戦略拠点を創出し、国際競争力の強化を図る
○連携強化の具体化を図るため、国・地方の関係機関による必要な協議・調整等を行う場として、「羽田
空港周辺・京浜臨海部連携強化推進委員会」を設置

羽田空港周辺・京浜臨海部
位置図

羽田空港周辺・京浜臨海部
周辺図

３６

○第１ゾーン（大田区）

企業誘致・交流施設、多目的ホール・会議
室施設、文化・アート産業施設、食文化発信
施設 等
○第２ゾーン（国主導）

空港利用者向けの宿泊施設、航空業務や
観光施設、国際交流施設 等

多摩川国際臨空拠点群の創出



多摩川国際臨空拠点群の創出

○近年、アユが遡上するほどに多摩川の河川環境が改善されてきており、二子玉川ライズなど、自然と
の共生をコンセプトとした都市型コンパクトシティーが整備。
〇居住環境等の向上だけでなく、空港アクセス機能の強化により世界から人が集まる臨空拠点群を形
成する可能性。
○交通ネットワークの整備により、羽田空港周辺の臨空都市機能が多摩川流域に拡大する可能性。既
に複数の企業施設が立地。

・多摩川の河川環境改善により、
推定数４３５万尾のアユが多摩川を遡上

No. 企業名 施設名

1 楽天 本社

2 富士通 研究所･川崎工場

3 サントリー 商品開発センター

4 ＮＥＣ 中央研究所(玉川事業場)

5 キヤノン 本社

6 東芝 研究開発センター

7 味の素 川崎事業所（イノベーション研究所等）

は多摩川流域周辺における主な民間企
業施設の立地状況

３７



対流型首都圏を構築するための戦略的取組

※横断的なもの・・・・・・首都圏版コンパクト＋ネットワーク推進
総合的な広域首都圏空港の利用拡大
国際的な港湾・空港機能の拡大・強化

軸コンセプト ：

圏域コンセプト ：

地域群コンセプト ：

○北関東新産業東西軸
○海洋国家未来軸
○首都圏による日本海・太平洋二面活用

○富士山・南アルプス・八ヶ岳対流圏
○海洋文化都市圏
○ＦＩＴ広域対流圏

○首都圏南西部国際都市群

○多摩川国際臨空拠点群

３８

○東北圏・北陸圏・北海道連結首都圏対流拠点
○つくばを中心とした知的対流拠点
○国際空港近辺の卸売市場の輸出拠点化

対流拠点コンセプト：



※－は開通済、事業中区間である。
なお、ここでは事業中区間はH37に開通しているものとして表記した。
また、…は現在未事業化区間である。

※…は2027年開業予定のリニア中央新幹線（品川・名古屋間）

３９

東北圏・北陸圏・北海道連結首都圏対流拠点の創出

北陸新幹線の延伸や北海道新幹線の開通は、首都圏と東北圏、北陸圏及び北海道の連携・融合が期待されるだけでなく、首都圏がそれらの圏域の窓口と
なることにより、スーパーメガリージョンの機能をより強化する役割を果たすことが期待される。

東北、北陸、上越方面からの新幹線が集結する「大宮」は、西日本の玄関口となる「品川」と並び、東日本からの多種多様な人やモノが実際に集結して交
流する最初の玄関口であり、各圏域が連携・融合する対流拠点としての役割を果たすとともに、首都直下地震の発災時には首都圏のバックアップ拠点の最
前線となる。
このため、東日本のネットワークの結節点として連携・交流機能の集積・強化を図るとともに、災害時のバックアップ拠点機能の強化を図る。

東日本の玄関口「大宮」

西日本の玄関口「品川」

【東日本の玄関口「大宮」の機能強化 イメージ図】



我が国を代表する高水準の研究・教育機能が集積する筑波研究学園都市を最大限に活用し、TX沿いに近接する柏の葉キャンパス等と連携しながら、
リニア中央新幹線の開通を契機として中部や関西との広域的で新たな知識活動の連携を深め、ナレッジ・リンクの具体化につながるスーパーメガリー
ジョンを牽引するイノベーション拠点を形成する。そのため、多彩で多様な知識が融合し、クリエイティビティが発揮できるよう、研究機能の向上に加え、
住み、働き、学び、遊ぶことができる「つくばスタイル」を創出することにより、日本の発展に寄与する知的交流拠点の形成を図る。

ロボットスーツ「ＨＡＬ」

耳下腺がん

治療前 治療後

つくばを中心とした知的対流拠点の創出

直線型加速器で加速された陽子線が、中性子発生装置内のベリリウムと反応
して中性子を病巣部に照射することにより、がんの治療を行う。

次世代がん治療「BNCT」

人間の身体機能の拡張，及び増幅することを目的として開発されたロボット
スーツ。医療福祉分野におけるリハビリテーション支援や身体訓練支援，身体機
能に障害を抱える方々への自律動作支援，介護支援，工場等での重作業支援，
災害現場でのレスキュー活動等，幅広い分野での活躍が期待。 東京大学柏キャンパス ４０



首都圏は農業産出額が全国１位で、日本全体の農業産出額の約１／４を占める大生産基地である。また、空路による輸出額の５割以
上を占める成田国際空港等への交通アクセスも整いつつある。この国際空港の国際線ネットワーク及び圏央道等の高速道路網の整備
に伴う産地からのアクセス向上等を活かして、農林水産物等の輸出拡大を図るため、広域首都圏における農林水産物等の産地とのネッ
トワークを構築する。さらに、国家戦略特区において、成田市卸売市場を活用した輸出拠点整備（検疫・通関など）を目指しており、これら
とも連携を図る。

成田空港

羽田空港

2014年輸出額（全航空貨物）H26農林水産物･食品の輸出額の品目別内訳

（出典）「農政改革の着実な実行と新たな戦略的取組」より（農林水産省）

国際空港近辺の卸売市場の輸出拠点化

上段：（出典）「成田空港物流ネットワーク」 （成田国際空港（株）・関東地方整備局）
下段左：（出典）「農林水産物･食品輸出促進対策の概要」より （農林水産省）
下段右：（出典）「平成２６年 成田空港貿易概要（速報）」（東京税関ＨＰより）

41
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４１

事業中

2015年10月
開通予定



対流型首都圏を構築するための戦略的取組

※横断的なもの・・・・・・首都圏版コンパクト＋ネットワーク推進
総合的な広域首都圏空港の利用拡大
国際的な港湾・空港機能の拡大・強化

軸コンセプト ：

圏域コンセプト ：

地域群コンセプト ：

○北関東新産業東西軸
○海洋国家未来軸
○首都圏による日本海・太平洋二面活用

○富士山・南アルプス・八ヶ岳対流圏
○海洋文化都市圏
○ＦＩＴ広域対流圏

○首都圏南西部国際都市群

○多摩川国際臨空拠点群

４２

○東北圏・北陸圏・北海道連結首都圏対流拠点
○つくばを中心とした知的対流拠点
○国際空港近辺の卸売市場の輸出拠点化

対流拠点コンセプト：



アジアの国際旅行者数は大幅な増加が見込まれているが、入国外国人の約半分が成田・羽田両空港を利用している。

このため、成田・羽田両空港の機能強化は不可欠であり、併せてリニア中央新幹線を活用した中部国際空港の活用による受入体制
の充実が必要。

さらには、爆発的に増加するアジアの観光客を受け入れるには、首都圏のその他空港を最大限に活用した、総合的な広域首都圏空
港の利用拡大を図る。

入国外国人の旅客輸送

広域首都圏の空港の活用広域首都圏の空港の活用

急増するインバウンドに対応した総合的な広域首都圏空港の利用拡大

（出典）法務省資料に基づき国交省航空局作成

４３



②海洋国家未来軸PJ

対流型首都圏プロジェクト群

⑤海洋文化都市圏PJ

⑧多摩川国際臨空
拠点群PJ

北陸新幹線

上越新幹線

⑨東北圏・北陸圏・北海道連結
首都圏対流拠点PJ

⑦首都圏南西部
国際都市群PJ

静岡市

新潟市

東京近郊

品川

川崎市

横浜市

相模原市

さいたま市

羽田空港

成田空港③首都圏による日本海・
太平洋二面活用PJ

⑩つくばを中心とした
知的対流拠点PJ

つくば市新潟空港

富士山静岡空港

茨城港

長野市

茨城空港

鹿島港

東北新幹線

郡山市

⑥FIT広域対流圏PJ

福島空港

日本近海（太平洋側）

北関東自動車道

飯田市

④富士山・南アルプス・
八ヶ岳対流圏PJ

軸コンセプト
圏域コンセプト
地域群コンセプト
対流拠点コンセプト

凡 例

⑪国際空港近辺の卸
売市場の輸出拠点化PJ

①北関東新産業東西軸PJ
信州まつもと空港

４４
連携中枢都市（圏）の要件に該当する都市のうち、
都市圏としての取組を実施・検討している都市

リニア中央新幹線

甲府市

東海道新幹線

京浜港

羽田空港

成田空港

新潟港


